
板橋区立学校における

働き方改革推進プラン 概要版

教員が心身の健康を保持し、「誇り」と「やりがい」をもって専門性を発揮で

き、教育に専念できる環境を整えることにより、子どもたちのための教育の質の

向上を図ることを目的とします。

１ 計画の策定目的

月あたりの時間外在校等時間が
45時間を超える教員の割合をゼロにする

現状値：小学校18.8％ 中学校21.1％（令和２年度の状況）

２ 労働時間の目標（効果指標）

働き方改革の目的および目標を達成するために「意識改革」「業務改善」

「人的体制整備」の３つの重点施策を定め、この重点施策に基づいて２２の取

組を推進していきます。

３ 重点施策と具体的取組

重点施策１ 意識改革

重点施策２ 業務改善

重点施策３ 人的体制整備

６つの具体的取組

１０の具体的取組

６つの具体的取組

学校向けの働き方改革研修会実施取組２教育委員会事務局職員の意識改革取組１

校内目標の設定取組４学校閉庁日の拡充検討取組３

「持ち帰り業務ゼロ」に向けた意識改革取組６定時退勤日・最終退勤時間の設定取組５

重点施策１

意識改革の取組

詳細はP29へ 詳細はP29へ

詳細はP30へ 詳細はP30へ

詳細はP30へ 詳細はP31へ

働き方改革研修の実施や
取組事例の共有等、職員の
意識改革の取組を実施しま
す。

働き方改革の理念や業務
改善の優良事例、教員の勤
務実態等を共有し、教員の
意識の向上や、業務改善の
推進を図ります。

現在、夏季休業日に最低
３日以上の学校閉庁日の設
定を行っていますが、設定
日数の拡充について検討を
行います。

働き方改革に関する校内
目標を全校で設定し職員に
周知します。定めた目標は
全校で情報共有します。

持ち帰り業務の状況につ
いて実態把握を行うととも
に、「業務の持ち帰りは行
わない」という原則の周知
を図ります。

各学校において定時退勤日

を定めます。また、最終退勤

時間の設定を行い、これと合

わせ、各学校が機械警備を連

動させる等の取組を実施しま

す。

１



業務改善モデル校取組１

重点施策２

業務改善の取組

専門スタッフの活用促進取組１

重点施策３

人的体制整備の取組

研修・説明会のリモート化の推進取組２

部活動改革の推進取組３ 在校時間管理システムの再構築取組４

デジタル化による校内事務の見直し取組５ 連合・学校行事、土曜授業の見直し取組６

学校へ依頼する調査業務の精選取組７ 職員室レイアウトの改善取組８ 教員の健康の保持・増進取組９ 在校時間の分析とその活用取組10

学校事務職員の能力活用取組２

学校緊急対応チームの活用促進取組３ 相談体制の充実取組４

保護者・地域への理解促進取組５ 国・都への働きかけ取組６

詳細はP32へ 詳細はP32へ

詳細はP33へ詳細はP33へ

詳細はP34へ詳細はP33へ

詳細はP34へ詳細はP34へ 詳細はP35へ詳細はP35へ

詳細はP36へ 詳細はP36へ

詳細はP37へ 詳細はP37へ

詳細はP38へ 詳細はP38へ

業務改善モデル校を選定
し、教育委員会事務局職員
が学校現場で教員とともに
業務改善を推進していきま
す。

各課における研修会や説
明会について、可能なもの
からリモート化を推進して
いきます。

国の部活動改革の方向性
を踏まえ、部活動について、
地域活動への移行に向けた
検討を進めます。

学校の意見を参考にしな

がら、効率的な在校時間管

理システムの再構築につい

て検討を行います。

紙によりやりとりを行っ
ている業務について、可能
なものからデジタル化を行
います。

行事等について廃止・縮
減・効率化などの見直しが
可能なものから見直しの検
討を行っていきます。

絶えず調査業務の精選を

行います。また、事務局内

研修等の機会を捉えて、調

査業務の効率的な手法につ

いて情報共有を行います。

改築・改修時において、
職員室のレイアウトの検討
や見直しを行います。

ストレスチェックや心理
指導、安全衛生委員会等の
場を活用し、教員の健康を
保持・増進するために必要
な措置を検討します。

在校時間の分析結果を共
有し、校務分掌や業務分担
の見直しを図ります。また、
ICカードの適正利用につい
て周知を行います。

教職員の勤務実態や、働
き方改革の理念についホー
ムページや広報により周知
を行います。

教員定数の改善・充実等
の人的支援や業務改善の促
進等に係る財政的支援等に
ついて、時期を捉えて国や
都へ働きかけを行っていき
ます。

学校緊急対応チームの効
果的な活用事例について情
報共有を行います。また、
チームの効果的な活動方法
について検討を行います。

総合相談窓口の効果的な
活用事例について情報共有
を行います。また、効果的
な相談体制の充実について
検討を行います。

新たな人材の配置や、ス
クール・サポート・スタッ
フ等の既存の職の配置の継
続・拡充について検討を行
います。

事務職員向けの研修を実
施し、能力の向上を図りま
す。また、必要に応じて事
務職員向けマニュアルの見
直しを行います。

２


